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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 7,842,000株

完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における

標準となる株式であります。

なお、単元株式数は100株であります。

　（注）１　2018年10月３日（水）開催の取締役会決議によります。

２　本募集とは別に、2018年10月３日（水）開催の取締役会において、当社普通株式の日本国内における一般募

集（以下「国内一般募集」という。）及び海外市場（ただし、米国においては1933年米国証券法に基づく

ルール144Ａに従った適格機関投資家に対する販売に限る。）における募集（以下「海外募集」という。）

並びに当社普通株式のその他の者に対する割当（以下「その他の者に対する割当」という。）を行うことを

決議しております。また、国内一般募集にあたり、その需要状況等を勘案したうえで、国内一般募集の事務

主幹事会社である野村證券株式会社が当社株主から7,842,000株を上限として借入れる当社普通株式の日本

国内における売出し（以下「オーバーアロットメントによる売出し」という。）を行う場合があります。

国内一般募集及び海外募集並びにその他の者に対する割当等の内容につきましては、後記「募集又は売出し

に関する特別記載事項　１　国内市場及び海外市場における当社普通株式の募集及び売出しについて」をご

参照下さい。

３　本募集は、オーバーアロットメントによる売出しに関連して、野村證券株式会社を割当先として行う第三者

割当増資（以下「本件第三者割当増資」という。）であります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事

項　２　オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

４　振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号
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２【株式募集の方法及び条件】

（１）【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

株主割当 － － －

その他の者に対する割当 7,842,000株 5,863,620,240 2,931,810,120

一般募集 － － －

計（総発行株式） 7,842,000株 5,863,620,240 2,931,810,120

　（注）１　本募集は、前記「１　新規発行株式」（注）３に記載のとおり、オーバーアロットメントによる売出しに関

連して、野村證券株式会社を割当先として行う第三者割当の方法によります。なお、当社と割当予定先との

関係等は以下のとおりであります。

割当予定先の氏名又は名称 野村證券株式会社

割当株数 7,842,000株

払込金額 5,863,620,240円

割当予定先の

内容

本店所在地 東京都中央区日本橋一丁目９番１号

代表者の氏名 代表執行役社長　　森田　敏夫

資本金の額 10,000百万円

事業の内容 金融商品取引業

大株主 野村ホールディングス株式会社　100％

当社との関係

出資関係

当社が保有している割当

予定先の株式の数
－

割当予定先が保有してい

る当社の株式の数

（2018年３月31日現在）

8,000株

取引関係 国内一般募集の事務主幹事会社

人的関係 －

当該株券の保有に関する事項 －

２　資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の額であり、会社計算規則第14条第１項に従い算出される

資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上

げるものとします。また、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じ

た額とします。

３　発行価額の総額、資本組入額の総額及び払込金額は、2018年９月21日（金）現在の株式会社東京証券取引所

における当社普通株式の終値を基準として算出した見込額であります。
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（２）【募集の条件】

発行価格（円）
資本組入額
（円）

申込株数単位 申込期間
申込証拠金
（円）

払込期日

未定

（注）１

未定

（注）１
100株 2018年11月26日（月）

該当事項はあ

りません。
2018年11月27日（火）

　（注）１　発行価格については、2018年10月22日（月）から2018年10月24日（水）までの間のいずれかの日（以下「発

行価格等決定日」という。）に国内一般募集において決定される発行価額と同一の金額といたします。な

お、資本組入額は資本組入額の総額を本件第三者割当増資の発行数で除した金額とします。

２　本件第三者割当増資においては全株式を野村證券株式会社に割当て、一般募集は行いません。

３　野村證券株式会社は、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　２　オーバーアロットメントによる売

出し等について」に記載の取得予定株式数につき申込みを行い、申込みを行わなかった株式については失権

となります。

４　申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込みをし、払込期日に後記払込取扱場所へ発行価格を

払込むものとします。

 

（３）【申込取扱場所】

店名 所在地

東急不動産ホールディングス株式会社　本社 東京都港区南青山二丁目６番21号

 

（４）【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社三菱ＵＦＪ銀行　本店 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号

 

３【株式の引受け】

　該当事項はありません。

 

４【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

5,863,620,240 37,000,000 5,826,620,240

　（注）１　発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

２　払込金額の総額は、2018年９月21日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値を基

準として算出した見込額であります。
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（２）【手取金の使途】

　上記差引手取概算額上限5,826,620,240円については、本件第三者割当増資と同日付をもって取締役会で決

議された国内一般募集及びその他の者に対する割当の手取概算額52,504,944,760円並びに海外募集の手取概算

額上限23,946,435,000円と合わせ、手取概算額合計上限82,278,000,000円について、80,000,000,000円を2020

年９月末までにオフィス、商業施設等当社グループの設備投資資金の一部に充当し、残額は2020年９月末まで

に有利子負債の返済資金に充当する予定であります。当社グループの設備投資は当社からの投融資を通じて当

社連結子会社にて行う予定であり、当該設備投資の詳細は、本有価証券届出書提出日（2018年10月３日）現在

（ただし、既支払額については2018年６月30日現在）以下のとおりであります。なお、上記有利子負債は下表

に記載の設備投資とは別の設備投資に係るものであります。

セグメン
トの名称

設備の名称
（所在地）

用途 主たる構造及び規模

工程

資金調達方法

投資予定金額

着工年月
完成予定
年月

総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

都市

（仮称）南平台プ

ロジェクト

（東京都渋谷区）

オフィス

ビル等

鉄骨造、一部鉄骨鉄筋コ

ンクリート造

地上21階・地下１階建

延床面積：約46,954㎡

2015年７月 2019年３月

自己資金、借入

金、増資資金又

は自己株式処分

資金

45,613 20,882

都市

道玄坂一丁目駅前

地区再開発計画

（東京都渋谷区）

オフィス

ビル／商

業施設等

鉄骨造、一部鉄骨鉄筋コ

ンクリート造

地上18階・地下４階建

延床面積：約58,970㎡

2015年４月 2019年９月

自己資金、借入

金、増資資金又

は自己株式処分

資金

88,244 60,353

都市

（仮称）竹芝地区

開発計画

（東京都港区）

オフィス

ビル／商

業施設／

住宅等

鉄骨鉄筋コンクリート

造、鉄骨造、鉄筋コンク

リート造／地上40階・地

下２階建（業務棟）

鉄筋コンクリート造／地

上18階建（住宅棟）

延床面積：約201,064㎡

2016年５月 2020年６月

自己資金、借入

金、増資資金又

は自己株式処分

資金

116,251 11,424

　（注）　上記の金額に消費税等は含まれておりません。

 

　なお、当社グループは本有価証券届出書提出日（2018年10月３日）付で、高いエリアポテンシャルを有する

広域渋谷圏への継続的投資として、上記（仮称）南平台プロジェクト及び道玄坂一丁目駅前地区再開発計画へ

の投資の他、（仮称）神宮前六丁目地区市街地再開発事業及び渋谷駅桜丘口地区再開発計画を含む約2,500億

円の投資予定に加え、新規プロジェクトに対して約1,000億円を投資することとし、総額約3,500億円を2023年

度までに投資する計画を設定いたしました。

 

第２【売出要項】
　該当事項はありません。
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】

１　国内市場及び海外市場における当社普通株式の募集及び売出しについて

　当社は、2018年10月３日（水）開催の取締役会において、本件第三者割当増資とは別に、当社普通株式の日本国内

における一般募集（国内一般募集）及び海外市場（ただし、米国においては1933年米国証券法に基づくルール144Ａ

に従った適格機関投資家に対する販売に限る。）における募集（海外募集）並びに当社普通株式の日本国内における

売出し（オーバーアロットメントによる売出し）を行うことを決議しております。また、同取締役会において、当社

普通株式17,500,000株の東京急行電鉄株式会社を割当先とするその他の者に対する割当（その他の者に対する割当）

を併せて決議しております。

　公募による新株式発行及び自己株式の処分に係る募集株式総数は84,658,000株であり、国内一般募集株数

52,283,000株及び海外募集株数32,375,000株（海外引受会社の買取引受けの対象株数28,153,000株及び海外引受会社

に付与する追加的に発行する当社普通株式を買取る権利の対象株数4,222,000株）を目処に募集を行いますが、その

最終的な内訳は、需要状況等を勘案したうえで発行価格等決定日に決定されます。

　なお、オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「２　オーバーアロットメントによる

売出し等について」をご参照下さい。

 

２　オーバーアロットメントによる売出し等について

　当社は、2018年10月３日（水）開催の取締役会において、本件第三者割当増資とは別に、国内一般募集及び海外募

集並びにその他の者に対する割当を行うことを決議しておりますが、国内一般募集にあたり、その需要状況等を勘案

したうえで、国内一般募集の事務主幹事会社である野村證券株式会社が当社株主から7,842,000株を上限として借入

れる当社普通株式の日本国内における売出し（オーバーアロットメントによる売出し）を行う場合があります。本件

第三者割当増資は、オーバーアロットメントによる売出しに関連して、野村證券株式会社が上記当社株主から借入れ

た株式（以下「借入れ株式」という。）の返却に必要な株式を取得させるために行われます。

　また、野村證券株式会社は、国内一般募集及びオーバーアロットメントによる売出しの申込期間の終了する日の翌

日から2018年11月19日（月）までの間（以下「シンジケートカバー取引期間」という。）、借入れ株式の返却を目的

として、株式会社東京証券取引所においてオーバーアロットメントによる売出しに係る株式数を上限とする当社普通

株式の買付け（以下「シンジケートカバー取引」という。）を行う場合があります。野村證券株式会社がシンジケー

トカバー取引により取得した全ての当社普通株式は、借入れ株式の返却に充当されます。なお、シンジケートカバー

取引期間内において、野村證券株式会社の判断でシンジケートカバー取引を全く行わず、又はオーバーアロットメン

トによる売出しに係る株式数に至らない株式数でシンジケートカバー取引を終了させる場合があります。

　更に、野村證券株式会社は、国内一般募集及びオーバーアロットメントによる売出しに伴って安定操作取引を行う

ことがあり、かかる安定操作取引により取得した当社普通株式の全部又は一部を借入れ株式の返却に充当することが

あります。

　オーバーアロットメントによる売出しに係る株式数から、安定操作取引及びシンジケートカバー取引によって取得

し借入れ株式の返却に充当する株式数を減じた株式数（以下「取得予定株式数」という。）について、野村證券株式

会社は本件第三者割当増資に係る割当てに応じ、当社普通株式を取得する予定であります。そのため本件第三者割当

増資における発行数の全部又は一部につき申込みが行われず、その結果、失権により本件第三者割当増資における最

終的な発行数がその限度で減少し、又は発行そのものが全く行われない場合があります。

　野村證券株式会社が本件第三者割当増資に係る割当てに応じる場合には、野村證券株式会社はオーバーアロットメ

ントによる売出しにより得た資金をもとに取得予定株式数に対する払込みを行います。

　上記の取引については、野村證券株式会社は、大和証券株式会社、みずほ証券株式会社及び三菱ＵＦＪモルガン・

スタンレー証券株式会社と協議のうえ、これらを行います。

 

第３【第三者割当の場合の特記事項】
　該当事項はありません。

 

第４【その他の記載事項】
　該当事項はありません。
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第二部【公開買付けに関する情報】
　該当事項はありません。

 

第三部【参照情報】

第１【参照書類】
　会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照

すること。

 

１【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度　第５期（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）2018年６月27日関東財務局長に提出

 

２【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度　第６期第１四半期（自　2018年４月１日　至　2018年６月30日）2018年８月10日関東財務局長に提出

 

３【臨時報告書】

　１の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日（2018年10月３日）までに、金融商品取引法第24条の５第４

項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を2018年６月29日に関

東財務局長に提出

 

４【臨時報告書】

　１の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日（2018年10月３日）までに、金融商品取引法第24条の５第４

項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第１号の規定に基づく臨時報告書を2018年10月３日に関東財

務局長に提出

（注）　なお、発行価格等決定日に本４の臨時報告書の訂正報告書が関東財務局長に提出されます。

 

第２【参照書類の補完情報】
　上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及び四半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）の提出日以

後、本有価証券届出書提出日（2018年10月３日）までの間において、当該有価証券報告書等に記載された「事業等のリ

スク」について、変更及び追加がありました。以下の内容は当該「事業等のリスク」を一括して記載したものであり、

当該変更及び追加箇所については＿＿＿罫で示しております。

　なお、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は下記「事業等のリスク」に

記載の事項を除き、本有価証券届出書提出日（2018年10月３日）現在においてもその判断に変更はなく、また新たに記

載する将来に関する事項もありません。なお、当該将来に関する事項については、その達成を保証するものではありま

せん。

 

［事業等のリスク］

　当社グループの経営成績、財政状態等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項に

は以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、本有価証券届出書提出日（2018年10月３日）現在において当社グループが判断し

たものであります。

 

（１）経営環境変動のリスク

　当社グループの取り扱う不動産賃貸業、不動産販売業、施設運営業、不動産流通事業、不動産管理事業等につ

いては、国内外の景気動向や金利動向、企業業績、個人消費動向、雇用・所得環境、不動産市況、競合環境、政

府や日本銀行の政策変更、東京都心を中心とした事業エリアの状況などの影響を受けやすい傾向があり、これら

により各事業における利益率の低下や収益性の悪化、保有資産の価値が下落する可能性があります。

（２）金利変動のリスク

　当社グループでは不動産の開発資金等を自己資本のほか、金融機関からの借入金や社債発行による資金調達等

で対応しており、平成30年３月末現在の有利子負債残高は1,210,376百万円、ＤＥレシオは2.6倍となっていま

す。資金調達にあたっては、支払利息の負担軽減と金利変動による影響を軽減するために、有利子負債の大部分

を長期による借入とし、金融情勢を踏まえながら一部のプロジェクト融資では変動金利を採用し、それ以外につ

いてはほぼ金利を固定化しております。従って、今後金利が上昇した場合、経営成績に与える影響は、短期的に

は比較的限定されておりますが、中長期的には大きな影響が生じる可能性があります。
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（３）法制、税制等各種規制変更のリスク

　当社グループが取り扱う各事業に関しては、国内外の各種法令や規制、税制等の規制があります。今後、これ

らの規制が改廃される場合や新たな規制が設けられる場合、業務範囲の拡大により新たな法的規制を受ける場合

に、当社グループの事業展開、業績や財政状態に影響を受ける可能性があります。

（４）情報システムに関するリスク

　当社グループでは、情報システムの整備、活用について、そのインフラの整備拡充を行うとともに、データ

バックアップの確保などさまざまな安全対策を行っておりますが、万が一システムリスクが顕在化した場合や個

人情報を含む機密情報の漏えいが発生した場合には、営業活動や業務処理、当社グループの社会的信用に大きな

影響を及ぼす可能性があります。

（５）株式変動のリスクについて

　当社グループは、市場性のある株式を保有しておりますが、株式市場が下落し、保有株式の価値が大幅に下落

した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

（６）自然災害や環境問題等の発生に関するリスク

　国内外の地震、暴風雨、洪水その他の天災地変、戦争、暴動、テロ、事故、火災その他の人災等が発生した場

合や環境問題、不動産の瑕疵が判明した場合または人口の変動が極端に進んだ場合等には、保有資産の毀損や補

償の義務履行等に関連して紛争が発生する等、当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

（７）不動産等の開発等に関するリスク

　当社グループが不動産等の開発等を行う場合、国内外の様々な事由により当初計画通りに進捗せず、プロジェ

クトの遅延や計画変更等を余儀なくされる可能性があるほか、不動産開発においては、建設会社等の第三者に業

務を委託している等、取得・開発コストの上昇や工事等の不備等を含む多くの外部要因に左右され、想定外の費

用の発生または開発計画の遅延、変更もしくは中止を余儀なくされる可能性があります。

（８）中期経営計画に関するリスク

　当社グループは平成29年５月に中期経営計画（本計画）を策定しておりますが、成長戦略として掲げた分野・

地域の市況等、本計画の前提条件が想定と異なる場合や、当初予定していたシナジー効果や投資が実現されない

こと等により予定どおり本計画を遂行できない場合、当社グループは、広域渋谷圏構想や循環型再投資事業の領

域拡大、ストックの活用強化といった本計画の成長戦略が実現できず、本計画の目標指標が達成できない可能性

があり、当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

　以上のような状況になった場合、当社グループの業績、財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

 

第３【参照書類を縦覧に供している場所】
東急不動産ホールディングス株式会社　本社

（東京都港区南青山二丁目６番21号）

※　登記上の本店所在地は東京都渋谷区道玄坂一丁目21番２号でありますが、実際の業務は上記の場所で行っており

ます。

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

第四部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

第五部【特別情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

東急不動産ホールディングス株式会社(E27633)

有価証券届出書（参照方式）

8/8


	表紙
	本文
	第一部証券情報
	第１募集要項
	１新規発行株式
	２株式募集の方法及び条件
	（１）募集の方法
	（２）募集の条件
	（３）申込取扱場所
	（４）払込取扱場所

	３株式の引受け
	４新規発行による手取金の使途
	（１）新規発行による手取金の額
	（２）手取金の使途


	第２売出要項
	募集又は売出しに関する特別記載事項

	第３第三者割当の場合の特記事項
	第４その他の記載事項

	第二部公開買付けに関する情報
	第三部参照情報
	第１参照書類
	１有価証券報告書及びその添付書類
	２四半期報告書又は半期報告書
	３臨時報告書
	４臨時報告書

	第２参照書類の補完情報
	第３参照書類を縦覧に供している場所

	第四部提出会社の保証会社等の情報
	第五部特別情報

